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1.はじめに 

 壁式 RC 造の建物は耐震性能には優れているが、大きな

間取りの変更ができない点や、開口部が制限されるという

ような課題がある。しかし、壁式 RC造建物は耐震性能にと

ても優れた構造である。今までの大規模な地震による上部

構造の被害を見ると、木造や RC造の建物には倒壊や大破な

どの甚大な被害が見られたのに対し、壁式 RC造の建物のほ

とんどは無被害、または軽微な被害にとどまっていた。

2011年の東北地方太平洋沖地震でも、構造体に大きな被害

は見られなかった。¹⁾，²⁾ 

このような、壁式 RC 造建物の地震に対する強さの理由

の一つとして、直交壁の効果が関係していると考えられ

る。壁式 RC 造建物の直交壁の効果が耐震性にどれほど影

響しているのか検討し、余力を把握することで、ある程度

の壁量を低減し、より空間の自由度が高く、開放的な空間

を実現できる可能性がある。 

 本研究では、壁式 RC 造建物の解析例が少ないため、既存

の壁式 RC 造建物をモデル化し、モデル化の妥当性を確認す

る。そして、荷重増分解析を行い、直行壁の効果を検討する

際に、耐力壁の耐力に影響を及ぼす壁の有効幅に着目して検

討する。 

 

2.荷重増分解析 

2.1 検討対象建物概要 

モデル化を行った建物の概要を表 1 に、建物の基準階略

伏図を図 1 に示す。検討対象建物は、図 1 で示した平面の隣

にもう 1 つ、X 方向に 2 つ並んだ建物である。この建物は地

上 3 階建て、各階 4 戸、計 12 戸で構成された壁式 RC 造の

共同住宅である。長辺方向は 32.22m、短辺方向は 7.15m、延

べ床面積は約 2295m²、基準階高さは 2.2m である。 

2.2 モデル化の方法 

 解析モデルは、部材を線材置換し剛床を仮定した立体骨組

モデルとした。梁部材は、曲げとせん断を単軸バネモデルで

モデル化し、軸方向に関しては剛床仮定により、変形しない

ものとしている。柱のモデルは、MS(マルチスプリング)モデ

ルで軸方向と曲げ方向をモデル化し、単軸バネモデルでせん

断方向のモデル化を行った。X 方向の壁は、通常のモデル化

は、柱の間に壁を配置し、ピンで接合する形でモデル化が行

われるが、本研究では薄型の柱に置換し、モデル化を行った。

MS モデルの抵抗ヒンジ長さは柱せい D の 1/2 とした。 

 荷重増分解析に用いる水平力分布は、Ai 分布に基づいて

設定した。また、モデルの妥当性を検討する際に参考にした

文献 1)の実験において、等分布荷重が用いられており、比較

用に、等分布荷重を用いたモデルでも荷重増分解析を行った。

荷重増分解析の際の加力方向は、図 1 の Y1 から Y3 方向で

ある。荷重増分解析は、1 階の層間変形角が 1/50rad になる

まで行った。 

表 1 モデル化建物概要と実大実験試験体概要 

 モデル化建物 試験体 

戸数 1 層 4 戸×3 層 

(合計 12 戸) 

1 層 2 戸×5 層 

(合計 10 戸) 

面積[m²] 230.37 

(32.22m×7.15m) 

91 

(13m×7m) 

平面（1 戸あたり）[m²] 57.5 45.5 

高さ[m] 8.5 14 

総重量(基礎部分除く)[t] 1062(812) 420(320) 

総重量（1 戸あたり）[t] 67.7 32 

壁厚[mm] 220 150 

壁量（長手方向）[cm/m²] 17.6 12 

壁量（短手方向）[cm/m²] 22.9 25.4 

平均せん断応力度[kg/cm²] 2.57 4.9 

スラブ厚[mm] 130 130 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 1 基準階略伏図(2 戸分) 
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2.3 解析結果 

 等分布荷重を用いた、長辺方向（以下 X 方向と呼ぶ）の層

せん断力と層間変形角の関係を図 2 (1)に、短辺方向（以下 Y

方向と呼ぶ）の層せん断力と層間変形角の関係を図 2 (2)に

示す。AI 分布を用いた、X 方向の層せん断力と層間変形角

の関係を図 2 (3)に、Y 方向の層せん断力と層間変形角の関

係を図 2 (4)に示す。図中の実線は 1 階、一点鎖線は 2 階、点

線は 3 階を示す。Ai 分布の場合は、X 方向の最大層せん断

力は約 13700kN、Y 方向では約 18760kN であった。この時

のベースシア係数は、X 方向は約 1.72、Y 方向は約 2.36 と

なっており、耐力がかなり大きい建物であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) X 方向 (等分布) 

 

 

 

 

 

 

 

(2) Y 方向 (等分布) 

 

 

 

 

 

 

(3) X 方向 (Ai 分布) 

 

 

 

 

 

 

(4) Y 方向 (Ai 分布) 

図 2 層せん断力と層間変形角の関係 

 

 

3.既往の実大実験との比較 

3.1 実験の概要 

実大 5 階建て壁式鉄筋コンクリート造アパートの破壊実

験³⁾について示す。試験体の概要を表 1 に、基準階略伏図を

図 3 に示す。ここで使用された試験体は、地上 5 階建て、各

階 2 戸、計 10 戸で構成された壁式 RC 造の建物である。長

辺方向は 13m、短辺方向は 7m、延べ床面積は約 455m²、基

準階高さは 2.6m である。この実験では試験体の破壊まで行

う水平加力実験と、弾性・塑性の動的特性を検討する振動実

験の 2 つ行われた。水平加力実験は計 7 回、振動実験は計 5

回行われた。 

水平加力実験の加力方法は各階単独加力と等分布加力の

2つが行われた。等分布加力の加力方法について図 4に示す。 

各階単独加力では、各階ごとに単独に 3 台の連動油圧ジ

ャッキで静加力を与える。また、等分布加力では、各階に

等しい荷重を加える。なお、振動実験では、最大起振力 10t

の起振機を屋階中央に設置し、強制振動実験が行われてい

る。加力方向は図 4 のように、長辺方向である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 試験体 基準階略伏図³⁾ 

 

3.2 静加力実験結果 

 文献 1)の実験結果を目視で読み取り作成した、1 階の荷重

と層間変形角の関係のグラフを図 5 に示す。最大荷重は約

253kN、その時の層間変形角 0.00523rad であった。 

 

   図 4 等分布加力     図 5 1 階の荷重と層間変形角の関係 
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(1)直交壁を全幅有効とした場合 

3.3 既往の実験結果と増分解析結果の比較と考察 

検討対象建物のモデル化が妥当であるかどうかを、長辺方

向について、既往の実大実験の結果と比較して検討する。既

往の実験結果と荷重増分解析の結果を、せん断力係数と変形

角の関係に置き換え、結果を図 6 に示す。図 6 の実線は解析

の結果、点線は既往の実験の結果を示す。 

 検討対象建物と試験体を比較すると、形状および壁の配置

については図 1 と図 3 に示すように、比較的近い建物である

が、表 1 に示すように、壁厚、壁量（X 方向）は検討対象建

物の方が大きくなっている。これらのことから、検討対象建

物の層せん断力が、試験体の層せん断力より大きくなること

が想定される。 

 2 つのグラフを比較すると、層間変形角が 0.002rad より小

さい値の範囲では、試験体の強度が少し大きくなっている部

分があり、層間変形角が約 0.002rad を超えたあたりから検討

対象建物の方が、せん断力係数が大きくなっていっている。

しかし、せん断力係数と層間変形角の関係が概ね対応してい

ることから、このモデル化はおおよそ妥当であると考えられ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

図 6 せん断力係数と層間変形角の関係の比較 

 

4 .直交壁の幅を変えた荷重増分解析 

 Y 方向について直交壁の効果を検討する。Y 方向に対して

直交する壁を全幅有効とした場合、直交壁を無視する場合の

荷重増分解析を行った。 

文献 4)によると、標準せん断力係数が 0.2(短期荷重時)ま

での時、引張側直交壁の有効幅は壁の厚さ t として、約 5t

及び約 7t となることが示されている。また文献 5)によると

直交壁の有効幅は 6t と規定されている。そこで本研究で

は、直交壁を全幅有効とした場合、直交壁を無視する場合

の 2 つの場合に加えて、幅が 6t を超える壁を 6t に低減した

ケースを設定し、その場合についても荷重増分解析を行い

比較した。 

4.1 Y 方向の壁のモデル化設定 

Y 方向にある壁を耐力壁として、MS(マルチスプリング)モ

デルで軸方向と曲げ方向をモデル化した。荷重増分解析に用

いる水平力分布は、Ai 分布に基づいて設定した。直交壁を無

視した場合のモデル化では、X 方向の壁の長さを Y 方向の

壁の厚さと同じにしてモデル化を行った。 

4.2 直交壁の効果の比較 

変形が、耐力壁の降伏が始まる点に近い 5mm(A 点と呼ぶ)、

建物の耐力が概ね発揮された 20mmの点(B 点と呼ぶ)での層

せん断力を比較していく。 

直交壁を全幅有効とした場合、直交壁を 6t とした場合、

直交壁を無視した場合の層せん断力と層間変形の関係を図

7 に示す。図中の実線は 1 階、一点鎖線は 2 階、点線は 3

階の解析結果を示す。1 つ目、2 つ目の黒点はそれぞれ、層

間変形が 5mm、20mm の点を示している。それぞれの直交

壁の幅において、各階の層せん断力の値を表 2 に示す。表

2(1)は A 点、表 2(2)は B 点の層せん断力を示す。 

 

図 7 層せん断力と層間変形の関係 
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表 2 A 点、B 点での層せん断力 

 

 

(1) 直交壁を全幅有効とした場合と無視した場合の比較 

 1 階では、直交壁を全幅有効とした場合の層せん断力は、

直交壁を無視した場合に対して、A 点で約 1.35 倍、B 点で約

1.37 倍であった。2 階では、A 点、B 点、ともに約 1.36 倍と

なり、3 階では、A 点は約 1.32 倍、B 点は約 1.33 倍であっ

た。1 階から 3 階を通して、直交壁として 1.3～1.4 倍の効果

があった。 

(2) 直交壁を全幅有効とした場合と幅 6t とした場合の比較 

 有効幅を 6t とすると、ほとんどの壁は全幅有効となり、

図 1 の Y2 と X3 が交わるところを中心とする壁(壁 1 と呼

ぶ)のみの低減に留まった。そのため、1 階から 3 階を通し

て、層せん断力にほとんど変化は見られなかった。 

6..モデル化の鉄筋の設定の検討 

 直交壁にある鉄筋の伸びを見た。モデル化を行った建物で

最も大きな直交壁である壁 1 に着目して検討し、鉄筋の配置

を図 8 に、鉄筋の伸びを図 9 に示す。直交壁を全幅有効とし

た場合の 1 階の、層間変位が 5mm、20mm の点での鉄筋の伸

びを調べた。 

文献 4)の実験では、耐力壁脚部の歪が比較的片勾配となっ

ており、平面保持が成り立っていた。つまり、直交壁が結合

している壁の中心では歪が大きく、外側になるに従って、歪

も小さくなっていた。しかし、Y 方向について、鉄筋の伸び

を見ると、層間変形が 5mm の時、20mm の時で、すべての

鉄筋がほとんど一様に変位していることが確認できた。 

 

 

 

 

 

 

図 8 鉄筋の配置と番号 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 9 鉄筋の位置と鉄筋の変位の関係 

 

7.まとめ 

本研究では、壁式 RC 造の建物をモデル化し、荷重増分解

析を行った。本研究で得られた知見を以下に示す。 

(1) 実大実験の結果と比較して、モデル化が妥当であるこ

とが確認した。 

(2) 直交壁を全幅有効とした場合と直交壁を無視した場

合での耐力の比較から、直交壁の全幅有効とした場合

の耐力が約 1.3～1.4 倍大きくなった。    

(3) 直交壁の有効幅を壁厚の 6 倍にした場合、今回の建物

ではほとんどの壁が全幅有効となったため、全幅有効

とした場合と、耐力はほとんど同じとなった。 
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 層せん断力[kN] 

A 点 1 階 2 階 3 階 

(1)全幅有効 14430 10880 5500 

(2)直交壁 6t 14380 10870 5500 

(3)直交壁無視 10700 8030 4160 

 層せん断力[kN] 

B 点 1 階 2 階 3 階 

(1)全幅有効 17100 12380 6210 

(2)直交壁 6t 17050 12360 6210 

(3)直交壁無視 12500 9090 4660 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17
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